
●特定タンカーに係る特定賠償義務履行担保契約等に関する特別措置法
（特定タンカー法）の一部を改正する法律案
背景・必要性

○船舶の運航においては、第三者への損害賠償に備える船主責任保険が必要不可欠。
高額の保険金支払いに備え、保険提供者（JPI）は欧米から再保険の提供を受けている。

○現在の不安定な国際情勢においては、特定の国から重要物資（原油、LNG、石油製
品）を輸送する船舶について、外国政府等による再保険禁止措置により船主責任保険
の再保険が停止するおそれがある。

○再保険が停止すると船主責任保険は実質的に無保険状態となり、当該船舶の航海が困
難になるため、安定的な重要物資供給の観点から、これに対応することが急務。

法案の概要

⇒外国政府等による再保険の停止に対応するスキームの整備により、我が国に必要不可欠な原油・
LNG・石油製品の輸入が困難となる事態を回避

○過去、EUによるイラン産原油を輸送するタンカーへの再保険の提供停止に対応する
ため、特定タンカー法を制定し、政府が再保険相当分を交付できる措置を講じたところ
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○現下の国際情勢を踏まえ、特定タンカー法を以下の通り改正する。
①対象物資として「原油」のみならず、「LNG」及び「石油製品」を追加する。石油製品
については政令で定めるものを対象とする。

② 対象国は外国政府等による再保険禁止措置を受けた国等を要件として、政令で定
めることとする。

納付金の納付

特定船舶
所有者

日本国政府（国土交通大臣）

（ⅰ）損害保険契約※の締結

（ⅲ）交付金交付契約※
の締結

（ⅳ）損害発生時、保険金の支払い

（ⅴ）交付金※の交付

（ⅱ）再保険の担保を求める契約※の締結

※ 正式名称はそれぞれ下記のとおり
（ⅰ）特定損害保険契約
（ⅱ）特定賠償義務履行担保契約
（ⅲ）特定保険者交付金交付契約
（ⅴ）特定保険者交付金

改正法による再保険のスキーム

〈船主責任保険の仕組み〉

船舶所有者
船主責任保険
の締結

保険金の支払い

加盟

再保険の提供

再々保険の購入

再々保険の提供

再々保険市場

多額の損害賠償に対応するための再保険

1000万ドルまで
JPIが保障

1000万ドル～98億ドルまでの損害賠償は、
国際P&Iグループや欧米の再々保険市場等が保障

船舶の運航には
十分な保険が必須

日本船主責任
保険組合
（JPI）

国際船主責任
保険組合グループ
（IGPI）

日本船主責任
保険組合
（JPI）
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